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卒業者の職業と生活から見た高校工業教育
―教育の成果・効果の社会学

２

戦後から現在までの「高校工業教育」を教育 /社会の歴史から詳細かつ徹底的に分析

これからの日本・日本人に求められる職業教育とライフコース像を考えるために

広く教育・研究・官界・実業界に必読の独創的研究
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［内容］＊詳細はホームページに掲載
序章　研究の課題とその方法

〈第Ⅰ部〉新制高校発足から高度経済成長期までの高校工業科における教育課程の
策定とその実施

第 1章　教育課程に働く原則・論理と実施されたカリキュラムに関するデータ
第 2章　「共通性の原則」から「産業・職業の論理」と「工業科の論理」の確立へ
第 3章　戦後復興から高度経済成長に向かう時期における教育課程の実施状況
第 4章　工業高校生の学力の推移とその特徴

〈第Ⅱ部〉高校工業科における生徒の実態に配慮した教育課程の策定とその実施
第 1章　「生徒の実態重視の論理」への転換と教育課程編成の弾力化
第 2章　「専門性」の意味付けの変更から生徒の主体性を引き出す教育課程へ
第 3章　「生徒の実態重視の論理」に基づく教育課程の実施状況
第 4章　「ものづくり」等を通じた教育課程の新たな展開
第 5章　工業科における教育課程の策定と実施における特徴

〈第Ⅲ部〉高校工業科における小学科の役割とその実態
第 1章　小学科に関する制度とそこでの選択
第 2章　高度経済成長期からその後の停滞期における小学科の設置状況
第 3章　「小学科の多様化」をめぐる政策過程とその帰結
第 4章　「特色ある学科・コース等」の設置の奨励と小学科の役割

結びに代えて　高校工業教育がその機能を維持し続けることができた要因

［内容］＊詳細はホームページに掲載
序章に代えて　「達成されたカリキュラム」を評価する観点と方法

〈第Ⅰ部〉卒業者と企業による高校工業教育の習得度と有用性についての評価
第 1章　卒業者の知識・技能の習得度と有用性の評価方法及びその資料
第 2章　知識・能力の習得度と教科の有用性を規定するプロセスの検証
第 3章　工業科卒業者の知識と能力の習得度と有用性についての評価

〈第Ⅱ部〉工業科卒業者の職業経歴とその変遷
第 1章　卒業者の職業経歴についての評価方法とそのための資料
第 2章　工業科卒業者の就職と進学の状況とその特徴
第 3章　工業科卒業者の職業経歴の類型化
第 4章　工業科卒業者の具体的な職業経歴
第 5章　工業科卒業者が従事してきた具体的な職務とそこでの評価

〈第Ⅲ部〉工業科卒業者の生活と認識
第 1章　工業科卒業者の生活水準及び仕事と学校や社会等に関する認識
第 2章　他の学科等の中高卒就職者及び他の工業教育機関卒の就職者との比較
第 3章　高校工業教育が達成できたもの
終章　高校工業教育の機能とそこへ進学することの意味

高校工業科は、入学者の特性や労働力需要の変化への対応などの
様々な困難を経ながらも、職業教育の機能が維持されてきたほぼ唯
一の後期中等教育機関であろう。山田氏は、二書を通して、カリキュ
ラムの意図・実施・達成の相へ着目し、戦後の職業教育の機能が維
持されてきた要因を探るという野心的な試みを行った。小学科の実
態の解明をはじめ、職業教育としての機能を維持し続けることがで
きた理由を卒業生のライフコースを交えながら実証的に明らかにし
ている。幅広い資料を駆使し、これまでの高校工業科を対象とした
カリキュラム史研究の水準を凌駕した力作であるといえよう。
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１ ２

工業高校が卒業者の職業と生活に及ぼした成果と
その限界について
豊富なデータにより解明
高校工業教育の成果・効果、すなわちそこで知識・能力が
習得され、その有用性が発現されるプロセスについて、卒
業者のライフコース（職業と生活及びそこでの認識）とも
関連付けて解明することを試みたものである。また、そこ
では卒業者の出自や職業と生活に関して、工業科以外の高
校教育や高専・大学等の他の機関による工業教育の経験者
と比較することにより、後期中等教育（高校教育）におけ
る職業教育の機能と限界についても明らかにする。

学習指導要領がいかに具体化されたのかを
多くの教育課程表を収集することにより解明
各時期における教育課程（教育内容）の意図について学習
指導要領の策定過程を具体的に跡付けることにより確認す
るとともに、それがどのような形で具体化されたのかにつ
いて収集した各校の教育課程表に基づき整理、分析する。
また、他の職業学科と比べた工業科の特徴である多くの小
学科への分化について、小学科の役割と実態について確認
するとともに、多様化に対する批判について検討する。

工業高校（高校工業教育）が労働力需要や入学者の特性の変化にも関わらず、
その教育内容を適合させることにより、職業教育としての機能を維持し続ける
ことができたのはなぜか。教育課程の３つの側面（意図されたカリキュラム、
実施されたカリキュラム、達成されたカリキュラム）に着目した枠組みによって、
具体的な事実に基づき豊富な図表を駆使して確認する独創的研究。
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第５章　工業科における教育課程の策定と実施における特徴
―その固定性と柔軟性―

　前章までで大きく 2 つないし 3 つの時期に分けて高校工業科における「意図されたカリキュラ
ム」の策定経緯とその内容、「実施されたカリキュラム」の内容及び両者の関係について見てきた。
各章の結果の概要については第Ⅰ部第 1 章を除き、各章末に小括してきたが、本章では全期間を
通してより長期の特徴を見るとともに、教育課程編成例の役割、教育課程に関する政策過程にお
ける高校長等の役割、普通教科と専門教科の意義等について整理しておく。

1. 学習指導要領、教育課程編成例及び実際に適用された教育課程の関係
　学習指導要領、教育課程編成例及び実際に適用された教育課程の関係については第Ⅰ部第 3 章
で 1960 年改訂以前について、第Ⅱ部第３章で 70 年改訂以降について確認したが、ここでは全期
間を通じて見ることによって、その特徴を再確認する。
　図表Ⅱ-5-1 は 1947 年教科課程から 2009 年改訂学習指導要領までに示された単位数、教育課程

図表Ⅱ-5-1　普通教科、専門教科、教科計の単位数及び総単位数の推移
（学習指導要領による必修単位数、教育課程編成例による単位数及び実際の単位数の比較）

 （出所） 教育課程編成例は、1960 年改訂までは文部省、70 年改訂以後は東京都教育委員会による。70 年改訂の専門教科計の編
成例としては「文部省主催高等学校教育課程講習会 1971 年度」によるものも示す。

 （注） 1. 教科計には普通教科と専門教科の選択となっている単位数を含む。1947 年は学習指導要領自体が編成例として示され
ている。78 年改訂以降の編成例では普通教科計と専門教科計の単位数は幅が大きいため示さず。

  2. 1960 年の学習指導要領では専門教科の単位数について、「なお、事情の許す場合には、40 単位以上とすることが望ま
しい」とされており、ここでも 40 単位とする。

  3. 学習指導要領の総単位数は卒業に必要な単位数なので特別教育活動等を含まないが、1947 年以外では学習指導要領に
示されている特別教育活動等の最低限の単位数を加えている。

  4. 1948/49 年改訂での総単位数には単位外活動 5～29 単位のうち 5 単位を加え、51 年改訂での総単位数には学習指導要
領による特別教育活動 9 単位を加えている。89 年改訂での編成例は教科計 80～90 単位、総単位数 86～96 単位と幅
があるが、図ではそれぞれの中間値を示す。
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育課程表、生徒におけるその達成状況にそれぞれ対応させているが、これらについて図表序-1 に
示すように政策過程論で用いられる「政策課題（アジェンダ）の設定 → 政策案の策定 → 政策の
決定→ 政策の実施 → 政策の評価 → 新たな政策課題の設定」という政策のサイクルモデル（段階
モデル）に基づいた整理と分析を行う 58。ここで図の上段は政策のサイクルを、中段は高校職業
教育における教育課程政策の実際の形成・実施過程を示し、それに影響を及ぼすものとして下段
の①教育課程に関する原則的な考え方、②能力・意識・進路希望等の生徒の特性に関わる要因、
③卒業者に対する労働力需要に関わる要因がある。そしてこれらの原則と要因の変化に応じて政
策課題が設定され、審議会等によって政策案が策定され、学習指導要領（意図されたカリキュラム）
として政策が決定され、それに基づいて各校で適用される教育課程（実施されたカリキュラム）が
編成され、実施され、再び上記の要因が変化することによって新たな政策サイクルが開始される。
なお、実際の教育課程政策においては「達成されたカリキュラム」についての評価が十分になさ
れないままに新たな政策課題が設定されてきたことに特徴がある 59。但し、データの都合もあり、
関係するアクターによる政策の形成過程についての具体的な検討は、1960 年代後半の小学科の多
様化に関する政策の形成過程についてのもの（第Ⅲ部第 3 章）を除けば、部分的にしか実施できて
いない 60。
　1）「意図されたカリキュラム」の策定においても、「実施されたカリキュラム」の編成におい
ても、そこにはいくつかの基本的な考え方（原則・論理）が働いていたと考えられる。詳細は第 I
部第 1 章で論じるが、普通科にも関連する教育課程全体に関する考え方としては、①新制高校創
設期には普通科でも専門学科でも共通の普通教科を必修するという「共通性の原則」、②高度経
済成長期に向けては産業・職業において必要とされる知識・能力の習得を重視するという「産業・
職業の論理」、③高校進学率の上昇に伴い、入学者の学力や学習意欲の差が拡大する中では、教
育課程を生徒の実態を重視したものとするという「生徒の実態重視の論理」が働いていたと考え
られる。これに加えて工業科においては、旧制工業学校から承継されている原則的な考え方であ
る、①専門教育は学科に分化し、それぞれに必要な科目が設定される、②専門教科・科目の内容は、

序章　研究の課題とその方法

政策課題
の設定 政策案の策定 政策の決定 政策の実施 政策の評価

学習指導要領
同解説書等

教育委員会

各校で適用される
教育課程

各校による
各年度の見直し

国による
政策評価

教育課程
の実施

①教育課程に関する原則的な考え方

②能力・意識・進路希望等の生徒の特性に　　関わる要因

③産業・技術の変化による卒業者に対する労働力需要に関わる要因

（意図された
カリキュラム）

（実施された
カリキュラム）

（達成された
カリキュラム）

中教審
経済審議会

［政策の
サイクル］

［実際の政策形成・
実施過程］

［上記に影響を
及ぼす原則と
変化要因］

教課審諮問 答申
調査研究会

理産審諮問 答申

図表序-1　高校職業教育における教育課程のサイクル、実際の政策形成・実施過程及びそこでの原則と変化要因

 （注） 中教審：中央教育審議会、理産審：理科教育及び産業教育審議会、教課審：教育課程審議会、調査研究会：教材等調査
研究会等。何れも時期によって名称や審議の手順等は異なることがある。
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図表Ⅰ-2-3　「専門科目の実験・実習」の習得度や教科・科目の有用性を規定する主な要因（高専の場合）

（注）	 1.	 下段にある（A）と（B）に至る経路は「専門科目の講義」参照。
	 2.	 一点鎖線はより弱い規定関係があることを参考までに示したもの。

実験・実習の有用性」を規定しており、能力（技能）が有用となるためには関連する知識を伴う
必要があることになる。

（人文社会系の一般教育科目）
　図表Ⅰ-2-4 は「人文社会系の一般教育科目」ついての推計結果を示す 3。ここからは、①「人
文社会系の一般教育科目への取り組みの熱心度」→卒業時及び現在の「社会や経済に関する知識
の習得度」→「人文社会系の一般教育科目の仕事等での有用性」という規定関係が認められる。
②「人文社会系の一般教育科目への取り組みの熱心度」には「ワクワクするほど楽しい一般教育
科目」の存在が影響しているが、「ワクワクするほど楽しい専門科目」の存在と中学時代に理数
系の科目が得意であったことは熱心度を低下させている。すなわち「人文社会系の一般教育科目

図表Ⅰ-2-4　「人文社会系の一般教育科目」の習得度や教科・科目の有用性を規定する主な要因（高専の場合）

（注）	 1.	 下段にある（A）に至る経路は「専門科目の講義」参照。
	 2.	 破線は負の関係を意味する。

（中学校時代）	 （在学時）	 （卒業時）	 （現在）	 （現在）

> >
.370 .243

.318 .297 .368

（問 6）ワクワ
クするほど楽
しい科目：専
門科目

>
.269

>
.115

>

>

>

>

>>>>

>>>

>>>>>

.407

.138

.135

.146

.145

.110

.104

.138

.106

.126

.300

.165

.265

.162

.228

.167

>

>

（問 2）高専受験の
理由：技術に興味

（問 1）中学時代：
工作やデザインな
どが得意

（問 13）卒業時の知識・
能力の習得度：自分の手
を動かす実験などから
問題の本質をつかむ力

（問 29）初職での仕事の
内容と専門との密接な
関係

（問 13）卒業時の知識・
能力の習得度：自分自
身で考えながらものづ
くりをする力

（問 13）卒業時の知識・
能力の習得度：新たな
アイデアや解決策を見
つけ出す力

（問 39）現在の知識・能
力の習得度：自分の手
を動かす実験などから
問題の本質をつかむ力

（問 32）現職での仕事の
内容と専門との密接な
関係

（問 32）現職での仕事の
内容と専門との広範な
関係

（問 39）現在の知識・
能力の習得度：自分自
身で考えながらものづ
くりをする力

（問39）現在の知識・能
力の習得度：専攻分野の
専門知識	　（A）

（問39）現在の知識・能
力の習得度：工学全般の
幅広い知識　（B）

（問 42）仕事等
での有用性：専
門科目の実験・
実習

（中学校時代）	 （在学時）	 （卒業時）	 （現在）	 （現在）
.169 .211 .100.273

>
.189

>
.196

>
.208

>
▲ .147

>> >> >> >

>

▲ .164

.404 .103
.149

.225

.119 .129

（問 1）中学時代、
理数系の科目が
得意

（問 6）ワクワク
するほど楽しい科
目：専門科目

（問 6）ワクワク
するほど楽しい科
目：一般教育科目

（問 11) 高専時代の
読書：ビジネス書

（問 5）取り組みの
熱心度：人文社会
系の一般教育科目

（問 13）卒業時の知
識・能力の習得度：
社会や経済に関する
知識

（問 11) 現在の読書：
ビジネス書

（問 11) 現在の読書：
歴史関連図書・ノン
フィクション

（問39）現在の知識・
能力の習得度：社
会や経済に関する
知識

（問39）現在の知識・
能力の習得度：専
攻分野の専門知識	
　（A）

（問 42）仕事等
での有用性：人
文社会系の一般
教育科目

（問 5）取り組み
の熱心度：専門
科目の実験・実
習

（問 38）現在の読書：専
門の関連図書
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イプによって類型化する前提として年齢別の
転職及び異動の状況について確認しておく。
　このため各年齢において就業状態が変化し
た者の数を各年齢において調査対象となって
いる者の数で除した比率（離職率）を算出する
こととし、その際、従業先の企業等が変化し
た場合 4 を転職率、従業先は変化せず、従業
上の地位、業種又は役職が変化した場合を異
動率とする。図表Ⅱ-3-3 は年齢によるこれら
の率の推移を示したものである。これによる
と転職率（全年齢の平均では 5.3％）は就職直後
から高く、就職後 2年目の 20 歳で 12％に達
し、その後は 30 歳代初め頃まで低下した後、
50 歳代終わり頃まで 4％前後で上下動を繰り

図表Ⅱ-3-1　SSM2005 及び JGSS-2009LCS から抽出した高校工業科経験者
（単位：人）

SSM2005 JGSS-2009LCS

高卒のみ 高校中退 大学等へ
進学 合 計 高卒のみ 高校中退 大学等へ

進学 合 計

男 368 26 89 483 149 9 55 213
女 10 1 9 20 9 1 6 16

1950 年代卒業 33 6 7 46 ― ― ― ―
1960 年代卒業 102 1 16 119 ― ― ― ―
1970 年代卒業 94 5 28 127 ― ― ― ―
1980 年代卒業 79 6 18 103 53 5 20 78
1990 年代以降卒業 70 9 29 108 104 5 41 150
無回答 ― ― ― ― 1 ― ― 1

合	計 378 27 98 503 158 10 61 229

	 （注）	 SSM2005 の高卒のみ 378 名には職業経歴を有しない者 1名を含む。

図表Ⅱ-3-2　工業科卒業者の転職と異動の状況
（単位：人）

異動数
転職数

なし 1 2 3 4 5 計

なし 38 31 22 6 5 1 103
1 62 24 9 6 2 103
2 47 14 6 3 1 71
3 36 8 7 51
4 14 3 2 1 20
5 15 4 19
6 6 1 7
7 1 1
8 1 1
10 1 1
計 219 86 46 17 7 2 377

	 （出所）	 SSM2005 により作成。

第 3章　工業科卒業者の職業経歴の類型化

図表Ⅱ-3-3　転職率と異動率の推移
（出所）　SSM2005 から作成。
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図表Ⅱ-3-15　A校の 1965 年及び 71 年卒業者の転職状況の推移

（注）	 1.	 データが得られない年齢については直線補間による。但し、1965 年卒の 55 歳から 60 歳までは 49 歳から 54 歳までと同
じ変化率で変化し、61 歳から 66 歳までは直線的に変化すると仮定。

	 2.	 1965 年卒の 55 歳から 66 歳までの勤務先不明者の増加分については、60 歳までは「推定第 2職以上」とし、その後、61
歳から 66 歳までに一定の比率で引退していくとみなす。

進学 初職 第2職 推定第2職以上

第3職以上 引退 死亡 勤務先不明
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第 4章　工業高校生の学力の推移とその特徴

図表Ⅰ-4-4　都立高校の学力検査における普通科と工業科の受検者と入学許可者の総得点の分布
（全日制・男子）

（注）得点の上位、中上位、中下位、下位は全日制・男子の受検者全体を総得点の順にほぼ同数となるように 4分割したもの。

図表Ⅰ-4-5　都立高校の学力検査における入学許可者の総得点の分布（全日制・男）

（教科別の平均点の変化）
　学力検査における教科別の平均点について普通科を 100 として大学科別に示したものが図表
Ⅰ-4-6 である（入学許可者に関する教科別のデータは 1971 年度以降しか得られないので受検者による）。
1957 年度の工業科の平均点は普通科 100 に対して英語は 74.4 と低いが、社会 81.5、数学 89.3、
国語 90.2、理科 90.5、音楽 92.1、職業 ･家庭 95.1、図画工作 96.1、保健体育 97.7 であり、英語
を除けば普通科との差は必ずしも大きなものではなかった。これが 65 年度になると英語 48.0、
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■厖大な調査・分析データから作成した多数の図表（一部カラー）を収載し、観点・課題が明示される。

［B5判（182 × 256 ㍉）　x+395 頁］ ［B5判（182 × 256 ㍉）　x+359 頁］

〈見本縮小〉

山
田

宏
著

図 31枚、表 128 枚を掲載 図 31枚、表 135 枚を掲載


